
（6）都道府県目的別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 愛媛県 平成28年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 

面 積 

歳 入 総 額 

歳 出 総 額 

実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 

地 方 債 現 在 高 

1,405,325 

1,394,413 

5,676.19 

622,066,841 

607,609,602 

2,455,001 

356,502,131 

1,040,465,444 

人(H29.1.1現在) 

人(H29.1.1現在) 

ｋ㎡ 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

実 質 赤 字 比 率 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率 

- 

- 

11.8 

149.3 

％ 

％ 

％ 

％ 

グ ル ー プ 

( 年 度 毎 ) 

H24  Ｄ     H25  Ｄ     H26  Ｄ      

H27  Ｃ     H28  Ｃ 

当 該 団 体 値 

グループ内平均値 

グループ内の 

 最大値及び最小値 

※ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。 

     Ａグループ 1.000以上、Ｂグループ 0.500以上1.000未満、Ｃグループ 0.400以上0.500未満、Ｄグループ 0.300以上0.400未満、Ｅグループ 0.300未満 

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。 

※ グループ内順位及び都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また同一グループの団体が存在しない場合グループ内順位を表示しない。 

議会費 

グループ内順位 
5/9 

都道府県平均 
616 

(円) 
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1,000 

1,200 

1,400 
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767 
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H28 H27 H26 H25 H24 
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総務費 

グループ内順位 
4/9 

都道府県平均 
20,667 

(円) 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

14,205 

28,924 

21,253 22,955 

27,879 

36,668 

24,463 

H28 H27 H26 H25 H24 

22,060 
23,861 

24,071 
27,416 

15,791 

民生費 

グループ内順位 
2/9 

都道府県平均 
66,883 

(円) 

54,000 

57,000 

60,000 

63,000 

66,000 

69,000 

72,000 

56,432 

67,435 

62,620 

60,906 

66,732 

60,571 

62,040 

H28 H27 H26 H25 H24 

65,849 

63,620 

60,453 

57,179 

58,602 

衛生費 

グループ内順位 
3/9 

都道府県平均 
13,365 

(円) 
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10,000 
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11,292 

27,526 

15,227 15,861 

17,746 

17,981 17,355 

H28 H27 H26 H25 H24 

19,128 
19,925 

16,664 

18,041 
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労働費 

グループ内順位 
7/9 

都道府県平均 
1,520 

(円) 
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4,000 
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3,415 

1,547 
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2,975 
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1,239 

1,957 

2,275 

4,134 

4,977 

農林水産業費 

グループ内順位 
5/9 

都道府県平均 
17,716 

(円) 

0 
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11,030 

46,042 

31,719 29,929 

42,714 42,386 

35,145 

H28 H27 H26 H25 H24 

26,072 
25,515 

27,877 
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26,348 

商工費 

グループ内順位 
3/9 

都道府県平均 
27,152 

(円) 
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5,972 

47,783 

27,946 29,412 
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40,555 
43,182 43,379 44,773 46,794 

土木費 

グループ内順位 
5/9 

都道府県平均 
43,448 

(円) 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 
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40,570 

67,112 

54,518 
53,290 

62,913 62,831 

56,523 

H28 H27 H26 H25 H24 

54,784 

53,169 53,753 

57,693 

47,683 

警察費 

グループ内順位 
6/9 

都道府県平均 
25,494 

(円) 

18,000 

20,000 

22,000 

24,000 

26,000 

28,000 

20,497 

26,528 

22,772 22,212 

23,145 

21,823 

22,646 

H28 H27 H26 H25 H24 

21,184 

20,767 
20,213 20,208 

20,890 

教育費 

グループ内順位 
5/9 

都道府県平均 
86,820 

(円) 
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87,527 

105,892 

97,293 95,768 

102,018 

95,309 
96,913 

H28 H27 H26 H25 H24 

97,113 

95,713 94,826 
93,862 

92,134 

災害復旧費 

グループ内順位 
6/9 

都道府県平均 
4,229 

(円) 

0 

3,000 

6,000 

9,000 

12,000 

15,000 

597 

6,695 

3,006 
1,819 

7,609 

12,733 

4,914 

H28 H27 H26 H25 H24 

1,223 

1,168 1,138 916 
1,841 

公債費 

グループ内順位 
6/9 

都道府県平均 
54,070 

(円) 
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110,000 
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60,914 

105,737 

74,590 
74,596 

81,525 80,817 
85,822 

H28 H27 H26 H25 H24 

63,706 
64,665 63,614 61,564 62,205 

諸支出金 

グループ内順位 
4/9 

都道府県平均 
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(円) 

0 
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前年度繰上充用金 

グループ内順位 
1/9 

都道府県平均 
0 

(円) 

0 

1 

0 

0 

0 
0 0 0 0 

H28 H27 H26 H25 H24 

0 
0 0 0 0 

目的別歳出の分析欄 

民生費は、住民一人当たり65,849円で、増加傾向にある。これは、高齢化の進行に伴う国民健康保険保険基盤安定事業費や後期高齢者医療公費負担事業費の増や27年度からの子ども子育て支援新制度の実施に伴う保育施設運営費負担金等の増によるものである。 

衛生費は、住民一人当たり19,128円で、減少傾向にある中で27年度に医療介護提供体制改革推進交付金を財源とした地域医療介護総合確保基金積立金の増により増加に転じたが、28年度は同基金積立金の減等により減少した。 

労働費は、住民一人当たり1,239円で、減少傾向にある。これは、緊急雇用創出事業臨時特例交付金を財源として造成した雇用創出事業臨時特例基金の活用事業の減等によるものである。 

商工費は、住民一人当たり40,555円で、減少傾向にある。これは、中小企業振興資金貸付金の減等によるものである。 

教育費は、住民一人当たり97,113円で、増加傾向にある。これは、退職手当等の人件費や県立学校校舎整備事業費、高等学校等修学支援金補助金の増等によるものである。 
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